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公務員連絡会が人事院給与局長と交渉（9/13）

「現給保障廃止」の撤回、60歳超給与の8割水準確保等を追及！
「現給保障は、H24年4月から5割を削減し、H25年4月に残りの額を削減」（給与局長）

公務員連絡会は9月13日、2011年夏季・秋季における要求に関わり、人事院給与局長と交渉を行った。
交渉の中で、給与局長は、給与勧告を行うべく作業を進めていることや、現給保障については廃止を勧告する意向を改めて表明するとともに、定年延長の意見の申出を勧告と同時に行うことを明らかにした。
　公務員連絡会は、給与改定勧告を行わせないことを基本としつつ、①現給保障の廃止提案については反対の立場でその撤回を求めていく、②定年延長の意見の申出に向けては、60歳時点の給与の８割水準確保や行政職(二)労務職員等特例定年までの現行俸給月額の適用などをさらに追求するなど、要求の実現をめざし交渉・協議を強めていくことを確認した。
＜人事院給与局長回答＞
１．給与勧告について
(1) 給与勧告の実施について
　人事院としては、公務員の給与等の適正な水準を確保するため国会・内閣に必要な勧告を行うという国家公務員法に定められた責務を着実に果たすこととしている。本年の勧告については、今月中を目途に行えるよう、現在、鋭意作業を進めているところである。
(2) 官民較差について
　今年の民間給与実態調査は、東日本大震災の影響により、例年より遅れて６月24日～８月10日までの期間で実施したが、完了率は例年並みの水準を確保するなど、滞りなく終了した。本年の国公実態においては、高齢層での退職者の減少、新規採用の抑制等の影響によって、行（一）職員の平均年齢は昨年と同程度の伸びを示しており、平均給与額も上昇している。官民較差については、現在集計中であり、現段階では何とも言えないが、本年の民間企業における春季賃金改定状況についてみると、各種調査では、昨年と同程度の状況にあり、他方で公務員給与が上昇していることから、マイナスとなる可能性は高いと思われる。
　また、一時金についても、現在集計中であるが、各種調査によると、民間の昨年冬のボーナスは対前年比で増加となっているものが多かったが、対前年比マイナスのものも見られる。今年の夏は、対前年比プラスとなっているものがある一方、連合の月数比較ではマイナスとなっている。さらに、大震災の影響もあり、今の段階では何とも言えない状況である。
(3) 50歳台職員の給与の見直しについて
　50歳台後半層における官民の給与差を是正するため、昨年の勧告において、俸給及び俸給の特別調整額の1.5％を減じたところであるが、高齢層、特に50歳台後半層においては、昨年の勧告実施後も、官民の給与差がなおも相当程度残っており、早期に是正する必要がある。
このため、給与構造改革における経過措置について、平成24年４月から５割を削減することとし、平成25年４月に残りの額を削減することをもって廃止することとしたい。
　なお、これによってもなお50歳台職員の給与は民間より相当高いところであり、来年以降50歳台職員における昇格、昇給の在り方などについて検討していきたい。
２．新たな高齢期雇用施策について
　人事院としては、本年の給与勧告と同時に意見の申出を行うこととしたい。具体的な内容は次のとおりである。
(1) 定年年齢の引上げについて
　平成25年４月から３年に１歳ずつ定年年齢を引き上げ、平成37年４月には65歳定年とする。
(2) 60歳を超える職員の給与について
　60歳超職員の給与については、60歳に達した日の属する年度の翌年度から、60歳前の年間給与の70％水準に設定する。
①俸給：俸給月額については、個々の職員の60歳前の俸給月額に一定割合を乗じて得た額とする。また、60歳超職員は昇給しないものとする。
②諸手当： 諸手当は、基本的に60歳前の職員と同様の手当を支給する。ただし、俸給月額に応じて手当額を設定している手当については、60歳前の手当額に一定割合を乗じて得た額を基本に、60歳超の手当額を設定する。
　特別給については、現時点では年間支給月数を3.00月とすることを考えている。

③特例定年が適用される職員について 

現行の特例定年が適用される職員については、職員全体の定年年齢が当該職種の特例定年と同一となる年度生まれの職員から、60歳超職員に適用される給与を支給することとし、それより前の年度生まれの職員については、一定の経過措置を講ずることとする。

(3) 定年前短時間勤務制について
○多様な働き方を可能とするため60歳以降の職員が健康上の理由や職員の人生設計上の理由に基づいて希望する場合、通常より短い勤務時間で勤務させることができるよう措置する。
○定年前短時間勤務職員の俸給月額等については、60歳超のフルタイム勤務職員の給与水準を勤務時間に応じて按分したものとする。
(4) 役職定年制について
○計画的な人事管理を通じて組織活力の維持及び公務の能率的運営の確保を図るため、当分の間の措置として、本府省の局長、部長、課長等について役職定年制を導入する。地方支分部局の長、部長等については、各府省における新陳代謝の必要性の応じて適用対象とする。
○役職定年は60歳とする。
○役職定年による異動により職務の継続的遂行に重大な障害が生ずると認められる場合には、人事院の承認を得て、引き続き職務に従事させることができることとする。
○役職定年により異動することとなる職員の給与については、役職定年後に受けることとなる俸給月額が、役職定年前に受けていた俸給月額に一定割合(60歳超職員の俸給月額に乗じる割合と同一）を乗じた額に達しないときは、その差額を俸給として支給する。 

ただし、役職定年前に受けていた俸給月額に一定割合を乗じて得た額が、役職定年後の職務の級の最高号俸の額を上回る場合には、最高号俸の額と役職定年後に受けることとなる俸給月額との差額を俸給として支給する。

(5) 60歳以降の働き方に関する意向聴取について
　60歳以降の働き方について、職員の意向を任命権者が聴取するよう措置する。意向聴取の具体的時期、意向聴取に当たって留意すべき事項などについては、今後、更に検討していくこととする。
(6) 再任用制度について
○　再任用制度は、定年の段階的引き上げ期間中における、定年退職後65歳までの間の雇用確保措置として、平成38年３月31日まで存置する。
○　再任用職員の給与については、定年延長者との均衡を図るため、現行の再任用職員の俸給月額が定年延長者に適用される最高額（最高号俸に一定割合を乗じた額）を上回る場合には、その最高額を再任用職員の俸給月額とする。
(7) 退職手当、定年、共済について
　退職手当、定員、共済に関し、定年延長を実現していく上で対応が必要となる事項については、引き続き制度官庁との議論を進め、適切に措置が講じられるよう求めていく。
３．民間企業の退職金調査について
　民間企業の年金及び退職金の実態調査については、政府からの調査実施の要請を受けて、職員の給与等を担当する専門機関として調査を実施することとしたい。皆さんからの意見も伺いながら適切に対処して参りたいと考えている。
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これらの回答に対し、公務員連絡会側は「現給保障は給与構造改革の際の約束事であり、廃止は、地方公務員への影響も非常に大きく、絶対反対だ。廃止を勧告するとの提案は撤回すべきだ」と再度訴えた。また定年延長に関わっては、①60歳超の給与水準の８割確保②行(二)労務職員の60歳超から特例定年までの給与水準の維持を求めた上で、意見の申出後の国民の理解や国会の議論を念頭に丁寧な議論を行うよう強く要請した。
　最後に吉澤事務局長が「再度給与局長交渉を行い、先程述べた総裁との約束の議論をしっかりさせてもらいたい。また現給保障廃止提案の撤回、定年延長に関わる60歳超の給与水準や特例定年の問題をはじめ、その他の課題についても、われわれの要求を実現すべくさらに検討をすすめてもらいたい」と、次回の交渉時に残された課題について明確な回答を求めたのに対し、給与局長もこれに同意したことから、当日の交渉を締めくくった。
私たちの生存権は守られているか？

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　憲法学習会報告　－

　福島第一原発の事故は、「原子力安全神話」を吹き飛ばしました。

水素爆発で高濃度の放射性物質が飛散し、広範囲が汚染されました。政府、東電は、汚染の情報を隠蔽し、国民を被爆の危険にさらし続けています。

　米は、野菜は、魚は、肉は、水は大丈夫なのか！？

　今も一触即発の危機状態の福島第一原発の収束はいつなのか？

　“新たな活動期に入った地震列島日本”、各地の原発は安全なのか？

様々の疑問を少しでも解消するために、8/16、次の学習会を開催しました。

＊　テーマ　　原子力発電と生存権（憲法２５条）　（会場　神奈川自治会館）

☆　以下は、　レポーターお二人の報告概要です。（詳細は組合HP参照）


　


9.25空母母港化38周年・原子力空母ジョージ
ワシントン横須賀基地母港化3周年抗議

原子力空母配備撤回を求める
神奈川集会へ参加を！

○日時：9月25日（日）11時

○会場：横須賀「ヴェルニー公園」

（京急汐入駅又はJR横須賀駅から徒歩）

○主催：神奈川平和運動Ｃ、三浦半島地区労

○内容：集会、デモ行進



























横浜給与　高田さん





県OB　天辰さん





＊　「内部被曝は低線量でも恐ろしい」　


　・日本の避難基準が緩いため、チェルノブイリより強い放射線に晒されている。


・チェルノブイリの避難基準を適用すれば福島市は無人の地になるはず。


・津波以前の地震動で配管や原子炉が破損、循環冷却が出来なくなった。


・「コスト優先、安全性無視」体質。それを支える「国策」（＝「エネルギー政策」、「潜在的核武装能力の保持」）


・政府・電力会社は、避難基準や食品安全基準を甘くして子ども達を長期の内部被曝に晒そうとしている。


・脱原発は直ちに早急に実現すべき。





　―ノーモア福島、原発いらない―


1.“危険”“高価”“ダーティ”だった原発


　“安全”、“安価”、“クリーン”。それが全てウソ、デタラメであることが判明。


2.放射能の脅威


　内部被爆で細胞が傷つく。放射能病は、晩発性。少量でも累積し、発病。


3.原子力発電所の施設は脆い


原子炉は堅牢でない。人為ミスもある。地震だけで破損倒壊故障がおこる。


4.あと一ヶ所で重大事故がおこれば、日本で子供は育てられなくなる！！


5.私達が声をあげないと再び原発が継続され、大事故がおこります。


　皆さん勉強しながら行動しましょう!!








「原発の歴史－なぜ安全は無視されてきたのか」





「危険だらけの原子力発電所」

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































